
令和６年能登半島地震 神戸市被災地支援対策本部 

第２回 本部員会議 

 

日時：令和６年１月 29日(月曜)16:00～ 

場所：１号館 14階 AV1会議室      

 

１．開会 

 

２．本部長（市長）挨拶 

 

３．報告 

（１）令和６年能登半島地震の概要及び被害状況 

（２）国・指定都市市長会・関西広域連合の対応状況 

（３）本市の対応状況 

（４）市職員退職者の経験･知見等を活かした支援 

 

４．意見交換 

（１）今後の支援の方向性 

（２）その他 

 

５．本部長（市長）指示 

 

６．閉会 
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本部長 市長 久元 喜造

副本部長 副市長 今西 正男

副本部長 副市長 小原 一徳

副本部長 副市長 黒田 慶子

学校部長 教育長 長田　淳
（代理：高田事務局長）

危機管理監 危機管理監 筒井 勇雄

市長部長 市長室長 岡本 康憲

危機管理部長 危機管理室長 上山　繁

調整部長 企画調整局長 辻　英之

地域協働部長 地域協働局長 増田　匡

行財政部長 行財政局長 西尾 秀樹

文化スポーツ部長 文化スポーツ局長 宮道 成彦

福祉部長 福祉局長 森下 貴浩

健康部長 健康局長 花田 裕之

こども家庭部長 こども家庭局長 中山 さつき

環境部長 環境局長 柏木 和馬

経済観光部長 経済観光局長 大畑 公平

建設部長 建設局長 小松 恵一

都市部長 都市局長 山本 雄司

建築住宅部長 建築住宅局長 根岸 芳之

港湾部長 港湾局長 長谷川 憲孝

消防部長 消防局長 栗岡 由樹

水道部長 水道事業管理者 藤原 政幸

交通部長 交通事業管理者 城南 雅一

オブザーバー 神戸市職員退職者(前消防局長） 鍵本　敦

令和６年能登半島地震 神戸市被災地支援対策本部

第２回本部員会議　出席者名簿
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令和６年能登半島地震 神戸市被災地支援対策本部 第２回本部員会議 座席表 

              日時：令和６年１月 29日 16時～ 

場所：市役所１号館 14階 AV会議室 

 

 

 

 

 

学校部 

高田 純 

副本部長 

今西 正男 

 
本部長 
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副本部長 

小原 一徳 

 

副本部長 

黒田 慶子 

オブザーバー 

鍵本 敦 

 

交通部  

城南 雅一 

 

水道部  

藤原 政幸 

 

消防部  

栗岡 由樹 

 

港湾部  

長谷川 憲孝 

 

建築住宅部  

根岸 芳之 

 

建設部  

小松 恵一 

 

都市部  

山本 雄司 

 

環境部 

柏木 和馬 

 
経済観光部  

大畑 公平 

 

こども家庭部  

中山 さつき 

 

健康部  

花田 裕之 

 

福祉部 

森下 貴浩 

 

文化スポーツ部  

宮道 成彦 

危機管理監 

筒井 勇雄 

危機管理部 

上山 繁 

行財政部 

西尾 秀樹 

 

地域協働部  

増田 匡 

 

調整部  

辻 英之 

 
市長部  

岡本 康憲 

 

（敬称略） 
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令和６年能登半島地震の概要及び被害状況 

１．地震の概要 

（１）発生時刻：令和６年１月１日（月）16時10分頃

（２）震源地：石川県能登地方

（３）震源の深さ：16km（暫定値）

（４）マグニチュード：7.6（暫定値）

（５）震度（６弱以上）：震度７    石川県志賀町・輪島市 

震度６強  石川県七尾市・珠洲市・穴水町・能登町 

震度６弱  石川県中能登町 

（６）人的・住家被害（消防庁災害情報（1月29日９時現在）より抜粋）

２．石川県内の被害状況等 （石川県発表情報（1月28日14時現在）等より抜粋） 

（１）人的・住家被害
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（２）避難所の開設状況 

①市内１次避難所 

②県避難所 

 

（３）道路状況 
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（４）ライフライン等の状況 

水道関係 

（５）応急仮設住宅 
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【参考】基礎データ 

神戸市 珠洲市 輪島市 能登町 穴水町 

面積 552.3ｋ㎡ 247.2ｋ㎡ 426.32ｋ㎡ 273.27ｋ㎡ 183.21ｋ㎡ 

世帯数 745,584世帯 5,857 世帯 11,405 世帯 6,806 世帯 3,280 世帯 

人口 1,497,802人 12,610 人 23,192 人 15,028 人 7,714人 

男性 702,562人 5,862 人 10,953 人 7,139 人 3,720人 

女性 795,240人 6,748 人 12,239 人 7,889 人 3,994人 

65 歳以上人口 434,521人 6,548 人 11,150 人 8,024 人 3,783人 

高齢化率 約 29.0％ 約 51.45％ 約 48.08％ 約 53.39％ 約 49.04％ 

職員数 21,808人 410 人 528 人 393 人 252人 
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国・指定都市市長会・関西広域連合の対応状況 

 

１．国の対応 

（１）体制（災害対策本部の設置等） 

日時 概要 

１月１日 

17：30 令和６年能登半島地震特定災害対策本部設置 

20：00 令和６年能登半島地震特定災害対策本部会議（第１回）開催 

22：40 令和６年能登半島地震非常災害対策本部設置 

23：22 令和６年能登半島地震非常災害現地災害対策本部設置 

１月２日 9：15 令和６年能登半島地震非常災害対策本部会議（第１回）開催 

１月３日 10：00 令和６年能登半島地震非常災害対策本部会議（第２回）開催 

１月４日 10：00 令和６年能登半島地震非常災害対策本部会議（第３回）開催 

１月５日 10：00 令和６年能登半島地震非常災害対策本部会議（第４回）開催 

１月６日 10：00 令和６年能登半島地震非常災害対策本部会議（第５回）開催 

１月７日 14：00 令和６年能登半島地震非常災害対策本部会議（第６回）開催 

１月８日 14：00 令和６年能登半島地震非常災害対策本部会議（第７回）開催 

１月９日 10：15 令和６年能登半島地震非常災害対策本部会議（第８回）開催 

１月 11日 10：00 令和６年能登半島地震非常災害対策本部会議（第９回）開催 

１月 12日 10：15 令和６年能登半島地震非常災害対策本部会議（第 10回）開催 

１月 16日 10：15 令和６年能登半島地震非常災害対策本部会議（第 11回）開催 

１月 18日 16：30 令和６年能登半島地震非常災害対策本部会議（第 12回）開催 

１月 19日 10：15 令和６年能登半島地震非常災害対策本部会議（第 13回）開催 

１月 23日 10：15 令和６年能登半島地震非常災害対策本部会議（第 14回）開催 

１月 25日 17：00 令和６年能登半島地震非常災害対策本部会議（第 15回）開催 

 

（２）法令の適用等 

・１月１日：災害救助法の適用（新潟県、富山県、石川県及び福井県の計 35市 11町１村） 

 ・１月 11日：特定非常災害及び激甚災害として指定 

 ・１月 19日：大規模災害復興法に基づく非常災害に指定 

 ・１月 25日：被災者の生活と生業支援のためのパッケージ策定 

  

 （参考） 

  ・災害救助法：救助、避難所・応急仮設住宅の設置、食品・飲料水、被服・寝具の給与、医療・助産 

  ・特定非常災害：行政上の権利利益の満了日の延長等を行い、被災者の権利利益の保全等を図るもの 

   （例）被災者の運転免許証の有効期間の延長、半壊以上の家屋の解体費用の全額補助 

  ・激甚災害：災害復旧事業の補助金を上積みして、被災地の早期復旧の支援を図るもの 

   （例）国庫補助率：公共土木施設の災害復旧事業等 70％→83％ 

            農地等の災害復旧事業等 85％→96％ 
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・大規模災害復興法に基づく非常災害：政府の復興本部設置や復興方針の策定、特別措置等により、

大規模災害を受けた地域の円滑かつ迅速な復興を図るもの 

   （例）復興整備事業の許認可等の一括処理等の特例、災害復旧事業等の国等による代行 

  

（３）災害応急対策等に関する実施方針（１月２日） 

特定災害対策本部等における対応に引き続き、以下の方針に基づき、地方公共団体及び関係機

関・団体と緊密に連携し、災害応急活動に総力を挙げて取り組むとともに、国民生活及び経済活動

の早期回復に全力を尽くす。 

１ 迅速な情報収集を行い、被害状況の把握に全力を尽くす。 

２ 人命の救助を第一に、行方不明者等の一刻も早い救命・救助に全力を尽くす。 

３ 先手先手で、被害の拡大防止に万全を期す。 

４ プッシュ型の被災者支援により、避難所の生活環境・衛生環境整備や避難者の生活必需品の

確保に努める。 

５ 電力、ガス、水道、通信等のライフラインや鉄道等の交通機関の被害状況に応じ、復旧に全

力を挙げる。 

６ 被災地の住民をはじめ、国民や地方公共団体、関係機関が適切に判断し行動できるよう、的

確に情報を提供する。 

７ 被災地方公共団体の状況にかんがみ、道路・航路の啓開、河川管理施設や港湾・漁港の応急

復旧等、積極的に災害応急対策を応援するとともに、必要に応じ、応急措置の実施の支障とな

るものの除去等を実施する。 

８ 関係省庁が連携して、被災者支援に取り組む。 

 

 

２．指定都市市長会の対応 

（１）体制 

日時 概要 

１月１日 16：10 行動計画の準備体制に移行 

１月３日 15：30 

行動計画の適用決定、現地支援本部設置（石川県庁）、中央支援本部設置

（指定都市市長会事務局） 

対口支援の決定（静岡市、名古屋市、浜松市） 

１月４日 ― 
対口支援の決定（さいたま市、千葉市、川崎市、横浜市、相模原市、京都

市、大阪市、堺市、神戸市） 

１月６日 ― 対口支援の決定（札幌市、仙台市） 

１月７日 ― 対口支援の決定（岡山市、静岡市、広島市） 

１月８日 ― 対口支援の決定（熊本市） 

１月 18日 ― 対口支援の決定（北九州市、福岡市） 

１月 20日 ― 対口支援の終了（広島市） 
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（２）カウンターパートによる対口支援（総務省、全国知事会、関西広域連合等との調整による）

被災自治体 総括支援自治体 対口支援自治体 

石川県 

志賀町 愛知県 神奈川県・横浜市・鳥取県・岡山市・佐賀県 

七尾市 名古屋市 さいたま市・京都府・京都市・埼玉県 

輪島市 三重県 

東京都・大阪府・大阪市・堺市・徳島県・

川崎市・北海道・長野県・静岡市・岐阜県・

愛媛県・広島県・山口県・高知県・

熊本県・北九州市・福岡市

穴水町 静岡県 奈良県・栃木県 

珠洲市 浜松市 
福井県・千葉県・千葉市・兵庫県・ 

神戸市・山梨県・熊本市 

能登町 滋賀県 和歌山県・茨城県・宮城県・岩手県 

加賀市 静岡市 

羽咋市 長野県 

かほく市 群馬県 

津幡町 相模原市 

中能登町 岐阜県 

内灘町 仙台市、香川県 

宝達志水町 札幌市 

金沢市 仙台市、島根県 

富山県 
氷見町 福島県 

射水市 青森県 

新潟県 新潟市 山形県・秋田県 

３．関西広域連合の対応 

（１）体制

日時 概要 

１月１日 16：22 対策準備室設置 

１月２日 
5：00 石川県庁へ情報連絡員２名を派遣 

13：00 災害対策本部設置 

１月４日 

11：00 第１回 令和６年能登半島地震災害対策支援本部会議 

15：00 令和６年能登半島地震に係る参与会議 

― 

カウンターパート支援の自治体の決定（大阪府、大阪市、堺市、徳島県、

兵庫県、神戸市、福井県、鳥取県、京都府、京都市、奈良県、滋賀県、和

歌山県） 

１月 25日 16：10 第２回 令和６年能登半島地震災害対策支援本部会議 
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（２）支援方針

○全般

・関西広域連合は、被害が特に甚大な石川県を支援する。

・石川県庁に現地支援本部を、支援市町に現地連絡所を設置する。

○全国知事会や指定都市市長会と連携した支援等

・全国知事会及び中部ブロック、指定都市市長会等と連携し、カウンターパート方式による被災

市町に対する支援を実施する。 

○応援要請等に基づく支援

・被災県からの応援要請に基づき、適切に支援を実施する。

・応急危険度判定や給水支援等、国等の枠組みに基づく支援について情報共有するとともに、必

要により支援を実施する。 

（３）現地支援本部の設置

関西広域連合からの支援を速やかに実施するため、情報収集を行い、その内容を報告する。 

・現地支援本部（石川県庁）に情報連絡員（リエゾン）２名を派遣

・被害状況、支援ニーズ等の応援に必要な情報の収集と所要の調整

・被災県（石川県）、中部ブロック幹事県（三重県）、全国知事会、総務省応援支援室など、関係

部局現地組織との情報共有・調整

（４）カウンターパートによる対口支援

上記２－(２)の割振り表のとおり 
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神戸市の支援状況 

 

【被災地への職員派遣状況】（１月 29日時点） 

  派遣職員数：162名（計 428名） 

 

○珠洲市への支援 

支援内容 派遣人数 派遣開始 

情報連絡員 12名 1/5 

避難所運営支援 26名 1/8 

避難所健康管理【市独自】 10名 1/12 

道路復旧支援【市独自】 12名 1/12 

避難所ごみ及び生活ごみの収集運搬(珠洲市・輪島市・能登町) 32名 1/13 

震災・学校支援チーム（EARTH） ３名 1/15 

広報業務支援【市独自】 ８名 1/17 

災害廃棄物仮置き場設置・運営支援 ３名 1/20 

広聴業務支援【市独自】 ４名 1/25 

家屋被害認定調査 ４名 1/25 

合  計 114 名  

 

○珠洲市以外の被災地に対する支援 

派遣先 支援内容 派遣人数 派遣開始 

各被災自治体 緊急消防援助隊 198 名 1/3 

穴水町 応急給水活動、水道施設復旧支援 47名 1/3 

石川県庁 関西広域連合情報連絡員 ４名 1/7 

穴水町 下水道被害調査 24名 1/8 

輪島市 健康支援 26名 1/8 

穴水町・輪島市 応急危険度判定 ３名 1/10 

金沢市 災害派遣医療チーム（DMAT） ５名 1/10 

七尾市・穴水町等 災害支援ナース ６名 1/15 

穴水町 薬剤業務支援 １名 1/22 

合  計 314 名  
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【職員派遣の内容】 

 

１．緊急消防援助隊（消防局） 

（１）航空小隊（兵庫県消防防災航空隊） 

①派 遣 先：小松空港（小松市）、福井空港（福井県坂井市） 

②派遣期間：１月３日～５日、11日～13日、20日～22日、26日～29日 

③派遣部隊：消防防災ヘリ１機、車両１台、職員５～６名（計 21名） 

④活動内容：石川県内での救助活動や救急患者の搬送 

   

 （２）兵庫県大隊 

①派 遣 先：輪島市、能登町 

②派遣期間：１月 14日～ 

③派遣部隊：12隊 48名（1月 27日～９隊 34名）（計 177名） 

④活動内容：行方不明者の捜索活動、常備消防の支援（消防・救急活動） 

  

２．給水支援及び水道施設の応急復旧支援（水道局） 

  ①派 遣 先：穴水町
あなみずまち

 

  ②派遣期間：１月３日～ 

  ③派遣内容：給水車１台、指揮車２台、作業車１台、職員６～13名（計 41名） 

  ④活動内容：応急給水活動及び水道施設の災害復旧支援（漏水調査、通水作業等）  

 

３．物資支援（経済観光局） 

①搬 送 先：宝
ほ う

達
だ つ

志
し

水町
みずちょう

 

②実 施 日：１月４日 

③支援内容：毛布 300枚、粉ミルク（アレルギー対応）432 本、粉ミルク（非アレル

ギー対応）240 本 、粉ミルク缶８缶、粉ミルク発熱キット（哺乳瓶含

む）100セット、生理用品 1,404枚、紙おむつ（こども用）1,104枚（４

サイズ）、紙おむつ（大人用）364 枚（２サイズ） 

 

４．神戸市情報連絡員（リエゾン）の派遣（危機管理室・各局） 

  ①派 遣 先：珠洲市 

  ②派遣期間：１月５日～ 

  ③派遣人数：２名（計 12名） 

  ④活動内容：現地の支援ニーズの情報収集、被災自治体や応援自治体等との連絡調 

        整、珠洲市への市派遣職員との連絡・調整 
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５．関西広域連合情報連絡員（リエゾン）の派遣（危機管理室） 

  ①派 遣 先：金沢市（石川県庁） 

②派遣期間：１月７日～10日、13日～16日 

③派遣人数：２名（計４名） 

④活動内容：関西広域連合現地支援本部における情報収集及び派遣調整 等 

 

６．健康支援（健康局） 

（１）輪島市 

  ①派遣期間：１月８日～２月 29日 

  ②派遣人数：４～５名（うち保健師２名）（計 26名） 

  ③活動内容：避難所における健康支援、在宅の要支援者の健康管理 

 

（２）珠洲市 

 ①派遣期間：１月 12日～ 

 ②派遣職員：保健師２名（計 10名） 

  ③活動内容：避難所における避難者の健康管理 

 

７．避難所運営支援等（危機管理室・各局） 

 ①派 遣 先：珠洲市 

 ②派遣期間：１月８日～ 

 ③派遣人数：２～６名（計 26名） 

 ④活動内容：避難所運営支援 

 

８．下水道の被害状況調査（建設局） 

 ①派 遣 先：穴水町 

 ②派遣期間：１月８日～ 

 ③派遣人数：２～６名（計 24名） 

 ④活動内容：下水道の被害状況調査 

 

９．道路復旧支援（建設局・都市局・港湾局） 

①派 遣 先：珠洲市 

 ②派遣期間：１月 12日～22 日、１月 28日～２月２日 

 ③派遣人数：４名（計 12名） 

  ④活動内容：道路・橋梁・法面・トンネル・港湾施設等の被害状況調査及び復旧に

向けた事前調査 
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10．応急危険度判定（建築住宅局） 

（１）応急危険度判定業務実施本部支援 

 ①派 遣 先：穴水町 

  ②派遣期間：１月 10日～14日 

  ③派遣人数：１名 

④活動内容：被災地建築物応急危険度判定業務実施本部の支援 

 

（２）応急危険度判定士 

 ①派 遣 先：輪島市 

 ②派遣期間：１月 15日～19 日 

 ③派遣人数：２名 

 ④活動内容：被災建築物応急危険度判定 

 

11．災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）（市民病院機構） 

①派 遣 先：金沢市 

②派遣期間：１月 10日～13日 

③派遣内容：中央市民病院災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）１チーム 

        医師１名、看護師２名、業務調整員２名（臨床工学技士、事務職員） 

④活動内容：各病院に搬送する患者を選別するトリアージ 

 

12．災害支援ナース（市民病院機構） 

  ①派 遣 先：七尾市、穴水町等 

  ②派遣期間：１月 15日～24日、１月 27日～２月２日 

  ③派遣人数：１～２名（計６名） 

  ④活動内容：避難所での避難者への医療提供活動及や総括本部業務 

 

13．薬剤業務支援（市民病院機構） 

  ①派 遣 先：穴水町 

  ②派遣期間：１月 22日～26日 

  ③派遣人数：１名 

  ④活動内容：避難所における環境衛生管理や市販薬の要望確認、被災地病院や保険

薬局での調剤業務等 
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14．廃棄物処理支援（環境局） 

（１）廃棄物の収集・運搬 

①派 遣 先：輪島市、能登町、珠洲市 

②派遣期間：１月 13日～ 

③派遣人数：パッカー車３台、職員３～15名（計 32名） 

④活動内容：避難所ごみ・生活ごみの収集運搬 

 

（２）災害廃棄物の仮置き場の設置・運営支援 

①派 遣 先：珠洲市 

②派遣期間：１月 20日～ 

③派遣人数：１名（計２名） 

④活動内容：災害廃棄物の仮置き場の設置・運営支援 

 

15．広報業務支援（市長室・各局） 

①派 遣 先：珠洲市 

②派遣期間：１月 17日～ 

③派遣人数：２名（計８名） 

④活動内容：支援情報の整理、ＷＥＢでの発信等 

 

16．広聴業務支援（各局） 

①派 遣 先：珠洲市 

②派遣期間：１月 25日～ 

③派遣人数：２名（計４名） 

④活動内容：支援制度に関する問合せ対応等 

 

17．震災・学校支援チーム（ＥＡＲＴＨ）（教育委員会） 

①派 遣 先：珠洲市 

②派遣期間：１月 15日～19日、１月 22日～26日、１月 29日～２月２日 

③派遣人数：１名（計３名） 

④活動内容：安定した学校再開・運営支援に向けた学校・教職員等に対する支援 

 

18．家屋被害認定調査（行財政局） 

①派 遣 先：珠洲市 

②派遣期間：１月 25日～ 

③派遣人数：２名（計４名） 

④活動内容：家屋被害認定調査業務  
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【その他】 

 

１．災害救援募金（神戸市社会福祉協議会） 

①募 金 名：令和６年能登半島地震災害救援募金 

②受付期間：１月５日～３月 29日 

③設置場所：市役所１号館１階、各区社会福祉協議会窓口、こうべ市民福祉交流セ

ンター、総合福祉センター、こべっこランド、専用口座 

④募 金 額：10,432,369 円（１月 26日 17時時点） 

 

２．被災者への市営住宅の提供（建築住宅局） 

  ①申込受付：１月９日～ 

  ②内  容：市営住宅 当面 50戸程度 

原則１年以内、家賃免除、敷金・保証人不要、照明器具・カーテン・ 

コンロ・寝具セット・エアコン付 

③入居者数：３世帯５名（１月 26日 17時現在） 

 

３．大学生等への経済的支援（企画調整局・健康局） 

  ①対 象 校：神戸市外国語大学、神戸市看護大学、神戸市立工業高等専門学校 

  ②対 象 者：在学生、（2024年度）新入生、受験生 

  ③支援内容：【在学生】2023年度後期授業料ならびに 2024年度前期授業料の減免 

【新入生】入学金ならびに 2024 年度前期授業料の減免 

        【受験生】入学選抜料 

 

４．見舞金の贈呈（予定）（危機管理室） 

  ①贈 呈 先：珠洲市、輪島市 

②見舞金額：各 100万円 
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広報支援の概要
市長室

現地派遣部隊
• 現地で抱えている課題やニーズを把握し、後方支援に伝達する。

• 珠洲市役所の広報担当1名をバックアップする形で珠洲市の被災者への広報活動をサポート
• 現地に職員２名を派遣するとともに、市長室広報戦略部約40名で後方支援する体制を構築

後方支援部隊
• 現地からもらった依頼を受け、広報制作物の作成や、広報戦略アドバイスを行う。

- 18 -



現在の状況
市長室

HP
• ホームページは時系列に情報が羅列されていたが、データを分析し、市民ニーズの高い
情報を把握、即時で情報を発信できるように、所管からの情報を一か所に集約し、広報
支援チームでホームページ作成作業を引き取る仕組みを作った。

SNS
• LINE配信は防災システムと連携した同じ投稿が続く状況を改善。現地の情報を把握し、
生活に必要なリアルタイムの情報配信を実行した。

その他
• 県や市の支援制度をひとまとめにしたパンフレットを広報支援チームでわずか2日で作
成、避難所へ配布できる状態まで整えた。
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HP（珠洲市公式ホームページ）
市長室

支援内容

• トップページに啓発バナーを表示
自宅や避難所に避難されている方へ避難者登

録を促す

• 見やすさ、わかりやすさの改善
スピーディーにわかりやすく、市民ニーズの

高い情報を掲載（避難所のライフライン情報、炊
き出し、ごみ、保育、郵便、2次避難など）

課題
• 時系列に情報を羅列されているだけで、
市民に今なにが重要な情報なのかが伝
わっていない。
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SNS（珠洲市公式LINEアカウント）
市長室

支援内容

• 登録者やメッセージ開封率等の分析
配信戦略のため、登録者の年齢や地域、受取状況を把握

• リッチメニューを変更
ニーズの高い給水や診療等の「生活支援情報」や
「住宅修理」のボタンを配置 ※変更前は災害前のメニュー

• 配信内容を刷新
郵便局の窓口受取状況、ごみの捨て方、炊き出し情報など、
今、必要な情報を配信。 ※変更前は火災啓発など中心

課題
• 防災システムとの連携された同一の啓発情報等のみ流れており、有用な情報配信ができていない現状
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令和６年能登半島地震 道路復旧のための応援職員の派遣（石川県珠洲市）

派遣期間

第１陣 神戸市（４名） 令和６年１月１２日（金）～１８日（木）

活動内容

・国交省（TEC-FORCE）、石川県、珠洲市との道路復旧のための総合調整

第２陣 神戸市（４名） 令和６年１月１６日（火）～２２日（月）
第３陣 兵庫県（４名） 令和６年１月２０日（土）～２６日（金）

第４陣 兵庫県（４名） 令和６年１月２４日（水）～３０日（火）
第５陣 神戸市（４名） 令和６年１月２８日（日）～２月２日（金）

・橋梁、法面、トンネル、港湾施設等の被害状況調査及び復旧に向けた事前調査

詳細業務

・珠洲市管理の市道７２９路線のうち、緊急輸送道路や重要

施設（病院、避難所、浄水場、仮設住宅建設予定地など）へ

のアクセス道路８５路線を国交省等と分担して、優先的に調

査し、概算復旧工事費の算出までを行う。

・第１、２陣での成果

⇒路線割り当て；６路線（調査が完了すれば新たに再配分の予定）

⇒調査完了路線；５路線（６路線目の途中で兵庫県に引継ぎ）

⇒被災箇所 ；７４カ所（概算復旧工事費 約７億円）

⇒被災状況 ；路面の亀裂及び段差、マンホール突出

法面崩壊、家屋・電柱及び信号機の道路

敷内への倒壊 など

※神戸市内訳（建設局２名、都市局１名、港湾局１名）
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〇鳳珠郡穴水町：下水道の被害状況調査
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１月８日 （月）１次隊 ４名 支援都市ニーズ調査
０次調査（目視）
１次調査（マンホール開閉）

１月１３日（土）２次隊 ４名 １次調査（マンホール開閉）
１月１６日（火）３次隊 ４名 １次調査（マンホール開閉）
１月１９日（月）４次隊 ２名 現地調整（現地での各方面との調整）

４名 １次調査（マンホール開閉）
１月２５日（木）５次隊 ２名 現地調整（現地での各方面との調整）
１月２８日（日）６次隊 ４名 ２次調査（テレビカメラ調査）

延べ２４名

これまでの支援
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穴水中学校

穴水総合病院

穴水町役場

穴水小学校

穴水浄化センター

穴水浄化センター

穴水町役場

公共下水道 基礎情報
・行政人口 7,836人
・処理施設 穴水浄化センター
・管渠延長 約４０km
分流式（汚水のみ）

・マンホールポンプ １３か所
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下水道の災害復旧のフロー
０次調査：被害の全容把握。路面を目視。通常は数日。

１次調査：蓋を開けて調査。被害状況を整理。通常は１か月。

２次調査：テレビカメラを管渠に入れて詳細調査。通常は３か月以内

災害査定：設計書の作成。

災害復旧工事

スクリーニング

スクリーニング

復旧方法、工法などの検討

穴水町の進捗

- 27 -



石川県庁にて打合せ

現地対策本部

関西ブロック リーダー都市：大阪
・能登町（大阪・京都）・穴水町（神戸）

上水道の支援に合わせて割り振り
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０次調査

液状化による被害が町内いたる
ところで見られた

出典：google ストリートビュー
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道路の通行障害も発生している
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１次調査

マンホール内滞水

路面陥没

ロックがかかっているため、
通常より時間を要している

通行止め
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今後の支援の課題

・上水道の復旧、給水開始
被災した下水道の通水能力の
確保が必要

穴水中学校（避難所）前

給水開始

対応前

流れが悪い
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今後の支援の課題
・上水道の復旧、給水開始
被災した下水道の通水能力の
確保が必要

対応後

下流のマンホールへポンプ圧送で応急対応 穴水中学校（避難所）前

流れが悪い圧送ホース

下流へ

２次調査（テレビカメラ調査）
と並行して対応していく
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令和６年１月 29日 

令和６年 能登半島地震に伴う緊急消防援助隊 活動状況（消防局） 

１ 航空小隊の活動内容 

ヘリコプターを活用した人命救助・救急活動、物資の搬送、地上消防隊員の現場投入、情報収集等
活動場所：輪島市、珠洲市、能登町

２ 兵庫県大隊の活動内容 

・輪島市河井町朝市通りでの捜索活動
・輪島市町野町寺山、名舟町、市ノ瀬町の土砂災害現場での捜索活動
・能登消防署管内における消防署活動支援（救急搬送、地水利調査、道路調査、パトロール等）

小松空港～能登半島北端 約４５分 
福井空港～能登半島北端 約６０分 

宿営地 
やなぎだ植物公園 

町野町捜索現場
名舟町捜索現場 

河井町朝市通り捜索現場
 

能登消防署

宇出津分署 内浦分署

ヘリによる救急搬送状況

小松空港 

福井空港 

飛行ルート

名舟町 土砂災害捜索現場 各拠点及び現場図 

市ノ瀬町捜索現場
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令和６年１月 29日 
水 道 局 

 
水道関係の支援状況（1月 29日７時時点の把握） 

 
１．本市の支援状況（概要） 
（１）応援人員：10名 
（２）車両台数：指揮車 1 台、作業車 4 台（給水車１台は 1 月 23 日に帰神） 
（３）支援市町：穴水町（応急給水差配、応急復旧） 
（４）断水戸数：約 2,300 戸（１月 29日時点）← 約 3,200 戸 
（５）支援状況 
【応急給水】 
〔現状〕応急給水 給水拠点 7 か所のほか、要援護者施設等へ給水中 

      本市 2 名で他都市 11 都市 14 台（関西・中国・四国地区）の給水車を差配 
〔今後の方針〕 
 応急給水差配については 2 月 3日より堺市に引継ぎ、本市は応急復旧に専念して支援していく
（日本水道協会の枠組みで調整済み）。 

 
 ○穴水町 水道施設・主な給水拠点（１月 25 日時点）の状況 
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【応急復旧】 
〔現状〕断水戸数 約 2,300 戸（配水管延長約３割に充水完了）← 約 3,200 戸 

総合病院など防災拠点６／７カ所までの配水本管、能登空港までの本管へ充水作業中 
本市 8 名、尼崎市 3名、石川県内の管工事組合で実施 

〔今後の方針〕 
 下水道の復旧（本市建設局が支援中）と連携しながら、配水支管への充水・復旧を引き続き支
援していく（穴水町市街地の復旧目標；2月末～３月末）。 

 
○穴水町市街地 管路復旧の状況（１月 28 日時点） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○水管橋の復旧作業（仮配管布設作業） 

  上の図上の○箇所 
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令和６年能登半島地震における市職員退職者の経験･知見等を活かした支援 

（骨子） 

１．趣旨 

阪神・淡路大震災及びその後の市民の生活再建、復旧・復興の過程を経験した

市職員退職者の積極的な活用を図ることにより、阪神・淡路大震災の経験や知見、

ノウハウを活かした本市ならではの支援を実施する。

２．退職者による支援の枠組み 

（１）前消防局長の鍵本敦氏を調整役として、神戸防災技術者の会（K-TEC）の会員

を中心に、支援いただく退職者を確保する。 

（２）現地派遣等業務を依頼するにあたっては、市職員としての身分を付与したうえ

で活動していただく。 

３．被災地支援の流れ 

（１）先遣調査グループを派遣し、現地の被災状況等を調査したうえで、珠洲市幹部

職員や現地派遣職員と情報交換を行い、今後の市民の生活再建とまちの復旧・復

興の各フェーズにおいて必要となる課題やニーズを確認する。 

（２）先遣調査グループの調査終了後、現役派遣職員と調査結果を共有し、総合的な

視点で今後必要となる取り組みや課題等を洗い出すとともに、必要に応じて被災

地とも調整の上、各フェーズに応じた支援方策を決定する。 

（３）具体的な支援にあたっては、例えば、市民の生活再建、まちの復旧・復興の

各フェーズにおいて、市職員退職者と現役職員のセットで被災地に派遣し、被

災地と連携･調整しながら業務にあたるなど、被災地の意向を尊重しながら、柔

軟に対応していく。 

（４）あわせて、防災・減災の効果的な仕組みづくり（システム導入等）についても

提言していく。 
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４．先遣調査グループの派遣 

・派遣場所：珠洲市、輪島市等

・派遣期間：１月 30日（火）～２月３日（土）

・派遣人員：市職員退職者６名、現職２名

・出 発 式：１月 30日（火）９時～ ＠市役所１号館ロビー

【市職員退職者の震災当時の職務・経験】 

年齢・性別 
阪神・淡路大震災当時 

職務 経験 

60 代・男性 
消防局長田消防署救急係 

係長 
人命救助や消火活動の指揮等 

60 代・男性 

民生局災害復旧部及び生活再

建本部 

（総務局職員研修所） 

給付事業全般（災害弔慰金、見舞金、援護資

金貸付、義援金等）、災害関連死認定業務、

仮設住宅鍵渡し、仮設住宅集約等  

80 代・男性 
都市計画局計画部工務課 

課長 

被災状況調査・新交通復旧事業・復興事業策

定業務補助等 

60 代・男性 

土木局東部建設事務所 

（本州四国連絡橋公団建設部

設計課）  

東部地区海岸部にかかる大規模橋梁の被害査

定及び復旧設計、査定等 

60 代・男性 
住宅局営繕部工務課 

主査 

市公共建築物の被災調査・復旧・復興計画 

応急仮設住宅の計画・発注・建設等 

60 代・男性 
住宅局住宅部建設課 

主査 
住宅復興計画の策定等 
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第１～３次珠洲市情報連絡員（リエゾン）による課題検証 

１．派遣期間等 

第１次：2024年１月５日（金）～12日（金） 

渡邊課長（危機管理室）、大西係長（危機管理室） 

第２次：2024年 1月 10日（水）～17日（水） 

  末若支所長（北須磨支所）、蔵元係長（危機管理室） 

第３次：2024年１月 15日（月）～22日（月） 

  今西課長（港湾局海岸防災課）、高見係長（教育委員会事務局総務課） 

２．検証会議日時・場所 

2024 年 1月 26日（金）9：30～11:30 危機管理監室（4号館 2階） 

３．検証内容まとめ 

（１）珠洲市での活動

・珠洲市災害対策本部内では、神戸市リエゾンは浜松市のように総括支援チームでは

なかったため、ある程度自由に動け、様々なニーズを掘り起こすことができた。

→避難所への保健師常駐・広報広聴支援チームの派遣につながった。

・神戸市からのリエゾンは２名体制だったが、特に発災当初においては、珠洲市災害

対策本部との連携調整、現地派遣職員との連絡調整、神戸市との連絡調整など、多

方面に渡る業務を効率的にこなすため、人員規模の拡大も必要ではないか。

・女性の被災者に対する、より丁寧な支援を行うためにも、保健師だけでなく、女性

事務職員派遣の体制づくりも急務である。

・発災当初は、関係自治体が多く、情報共有がうまくいっていなかったが、情報共有

ツールとして、LINEのグループチャットを作り、若干の解消は見られた。

・珠洲市災害対策本部とリエゾンの執務室が分かれていたため、珠洲市職員とリエゾ

ン職員の綿密な情報共有ができず、珠洲市側の動きや抱えている課題が見えにくか

った。（神戸市リエゾンとして課題やニーズを把握・提案するため積極的にコミュ

ニケーションを図った）

（２）珠洲市職員への支援

・職員約 400 名も被災者であり、出勤している職員は半数以下だったと聞いている。

被災地職員への支援により、役所機能の強化を図ることで、被災者支援につなげて

いく必要があると感じた。

・珠洲市女性職員もいる中で、他自治体からの派遣職員が男性ばかりの状況である。

女性職員ならではの悩みやしんどさを吐き出せるよう、女性職員の派遣も検討する

必要があるのではないか。
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（３）今後の支援の展望 

 ・神戸市としてＯＢ派遣などをはじめ、長く連携し支援を続けていくべき。復興を見

すえ、珠洲市と連携しながら、一緒に取り組んでいく体制が必要である。 

・災害支援の状況は、2018年（総務省による対口支援制度の運用開始）以降、大きく

変わっている。庁内でも最新の災害支援の在り方を、研修などを通して職員が把握

しておく必要があると感じた。 

 ・今回、総務省の応急対策職員派遣制度に基づく総括支援チームと対口支援チーム派

遣の仕組みが一定機能していたが、より効果的・効率的な支援にしていくため、複

数自治体による先着順の業務の割り振りではなく、業務ごとのカウンターパート制

を構築する方が、統制が取れ円滑な被災者支援が行えるのではないか。 

 ・被災地には、さまざまな機関（自衛隊、各自治体、DMAT、NPO 等）が入っており、

情報共有できるツールがあればよりスムーズに支援が進む。神戸市で利用している

危機管理システムのクロノロジーのようなものが利用できれば、活動状況や活動予

定を把握でき、全体を把握したうえでの支援を計画できるのではないか。  

・今後の市民の生活再建、まちの復旧・復興にあたっては、国や石川県主導で実施さ

れることになるが、珠洲市としての意向をしっかりと固め、国や県に伝えていく必

要がある。阪神・淡路大震災において復興まで経験した神戸市として、各フェーズ

に応じて、珠洲市に適切な提言・助言を行っていく必要があるのではないか。 
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令和６年１月 29日 

本部長（市長）指示 

令和６年能登半島地震の被災地支援を行うにあたり、以下の事項を各部に

指示する。 

（１月７日第１回本部員会議） 

・阪神・淡路大震災の際に、国内外から多くの支援を受けた自治体として、

全庁的に総力を挙げて、中長期にわたって被災地に寄り添った支援を実施

すること

・国の調整の下、指定都市市長会及び関西広域連合の広域支援の枠組みに基

づき決定した対口支援先である石川県珠洲市を中心に支援を実施するこ

と 

・珠洲市以外の地域においても、現地の支援ニーズに応じて柔軟かつ速やか

に対応すること 

・阪神・淡路大震災及びその後の復旧・復興の過程を経験した市職員退職者

の積極的な活用を図るなど、阪神・淡路大震災の経験や知見、ノウハウを

活かした本市ならではの被災地支援を実施すること

・各部においては、局長のリーダーシップの下、積極的に情報取集に努める

とともに、必要な支援を想定した準備を速やかに進めること

・被災地において支援を行う際は、健康に留意するとともに、事故等に十分

気を付けること
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（１月 29日第２回本部員会議追加事項） 

・まもなく、震災後１か月が経過するが、被災地では高齢者など多くの被災

者が厳しい避難生活を続けている。各部においては、現地の状況をできる

だけ正確に把握し、他の自治体等と連携し、被災者個々のニーズにきめ細

かく対応していくとともに、神戸市として、先を見据えた被災者支援方策

も想定し、実行に移していくこと

以上 
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